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術の重要性が増したことから、ICT（Information and Communication Technology）と呼ば
れることが多い。 
  












                                                   














以下では、各産業について検討する際に、上記の 7 つの区分に沿って説明を行うこととする。 
































































































                                                   







エレクトロニクス株式会社の経営統合によって平成 22年 4月に設立された。 
19 平成 11年 2月に日本電気株式会社(NEC)と株式会社日立製作所の DRAM事業部門の統合















































や、パソコンの基本機能を提供する OS (Operation System)23、データベースなどのミドルウ
ェア24を開発・販売する企業群を指す。また、完成品を提供するだけではなく、他の法人等に





















 ソフトウェア企業は、一般的に以下【表 1－1－2】のような 3つの分類がなされることが多
い。 


































































営む企業、②携帯通信事業（携帯電話、無線 LANなど）を営む企業、③ISP(Internet Service 
Provider)29事業を営む企業の 3つに分類される。ただし、NGN(Next Generation Network)30




事業者にとって重要な指標である ARPU(Average Revenue Per User：加入者１人当たりの月
                                                   
27 実際に光ファイバーを利用者の環境に引き込み、高速通信を実現するサービスのこと。正式




















































































これは、特に電子商取引を行う企業に多いが、電子商取引には、B to B(Business to Business：
企業間取引)や B to C(Business to Consumer：企業・消費者間取引)、C to C(Consumer to 
Consumer：消費者間取引)の仲介、G to B(Government to Business：政府・企業間取引)など
の種類があり、販売プロセスが不透明な企業が多い。また、電子商取引を営む企業でなくとも、
インターネットサービスを営む企業は、消費者の行動履歴などの情報や大きな集客効果など、



































                                                   
38 アソシエント・テクノロジー株式会社の不正事件は、証券取引等監視委員会(SESC)が公表
する告発事件の一覧表に掲載されていないことから、金融庁による処分を受けていないと思わ
れる。しかし、平成 16年 11月 11日に当時の同社社長が記者会見を開き、そこで平成 14年か
らの 2年間、IT業界の慣行である「スルー取引」を利用して不正を行っていたことを公表し、

































































このようなサービスを提供する企業群を総じて ITコンサルティング産業という。  
 ITコンサルティング業務は、大別すると「上流コンサルティング業務」と「下流コンサルテ
ィング業務」の 2つに分類される。前者は、顧客企業が ITを導入するに当たり、当該企業の

















































































































準委任契約 作業 受任側の指示 過失責任のみ 受任側
SES契約 作業者の能力 受任側の指示 過失責任のみ 委任側

















































































































                                                   











































































































































































































































































































                                                   































































































































































































































































準審議会）の公表する EITF(Emerging Issues Task Force)99-19 『Reporting Revenue Gross 





















































































































































50 Cowderoy, A.J.C. and Jenkins, J.O.(1989)『New trends in cost-estimation』「In 



































(LOC：Lines of Code)を指す。また、定数である aと bについては、詳細は割愛するが、aは
約 2~5の間の値をとり、bは約 0.4~5弱の間の値をとると数学的に証明されている。また、ア
                                                   

















































   現時点で無形資産を再制作する場合に要するであろうコストの総額を無形資産の価値
として計算する方法であり、再現性の高いソフトウェアの評価には適しているとされる。 
 ・マーケットアプローチ 















































































































































                                                   















第一節 近年の IT企業の不正事例 
 まずは、IT 企業による不正が如何に多いかを示すため、【表 2－1－1】の資料を示す。この
【表 2－1－1】は、ITバブルの崩壊やコンピュータに関して世間を騒がせた「2000年問題54」
















番号 発生年月 会社名 主要業務 処分方法
1 平成14年12月26日 株式会社エムティーシーアイ 通信産業 告発
2 平成16年11月2日 株式会社メディア・リンクス システム開発産業 告発
3 平成18年2月10日 株式会社ライブドア インターネットサービス産業 告発
4 平成19年5月10日 エー・アンド・アイシステム株式会社 ITコンサルティング産業 課徴金
5 平成19年7月13日 ネクストウェア株式会社 ITコンサルティング産業 課徴金
6 平成20年1月18日 株式会社ネットマークス 通信産業 課徴金
7 平成20年2月21日 株式会社アスキーソリューションズ ソフトウェア産業 課徴金
8 平成20年6月16日 株式会社アクセス システム開発産業 告発
9 平成20年6月17日 株式会社アイ・エックス・アイ システム開発産業 告発
10 平成20年11月21日 株式会社サイバーファーム 通信産業 課徴金
11 平成20年11月28日 株式会社アーバンコーポレイション システム開発産業 課徴金
12 平成20年12月24日 オー・エイチ・ティー株式会社 ハードウェア産業 告発
13 平成21年3月25日 株式会社プロデュース ハードウェア産業 告発
14 平成21年4月10日 株式会社アイ・ビー・イーホールディングス ソフトウェア産業 課徴金
15 平成21年5月21日 株式会社ゼンテック・テクノロジー・ジャパン ソフトウェア産業 課徴金
16 平成22年2月23日 株式会社SBR インターネットサービス産業 課徴金
17 平成22年3月2日 ニイウスコー株式会社 システム開発産業 告発
18 平成22年4月6日 モジュレ株式会社 システム開発産業 課徴金
19 平成22年7月9日 株式会社リミックスポイント ソフトウェア産業 課徴金
20 平成22年10月6日 株式会社エフオーアイ 半導体産業 告発
21 平成22年11月2日 ユニバーサルソリューションシステムズ株式会社 システム開発産業 課徴金
22 平成23年1月19日 株式会社アクロディア ソフトウェア産業 課徴金
23 平成23年1月19日 エムスリー株式会社 インターネットサービス産業 課徴金
24 平成23年4月7日 東京日産コンピュータシステム株式会社 システム開発産業 課徴金
25 平成23年5月31日 SBIネットシステムズ株式会社 システム開発産業 課徴金
26 平成23年6月23日 株式会社DPGホールディングス インターネットサービス産業 課徴金
27 平成23年9月29日 株式会社fonfun インターネットサービス産業 課徴金
28 平成23年10月3日 株式会社ディー・ディー・エス ハードウェア産業 課徴金
29 平成24年3月2日 クラウドゲート株式会社 インターネットサービス産業 課徴金
30 平成24年11月21日 株式会社ストリーム インターネットサービス産業 課徴金  
 
 【表 2－1－1】を見ると、IT関連の企業が引き起こした不正は、平成 13年から平成 24年ま
での 10年間に 30件に上ることがわかる。中でも、虚偽の有価証券報告書、もしくは有価証券
届出書を提出したとして、告発された会社は平成13年から全体で19社存在するが、そのうち、
9 社が IT 関連の事業を行う会社であった。上記のデータを見ても、如何に、IT 業界における
不正の発生件数が多く、また、告発事件とされるほど悪質性の高いものであるかがわかるであ
ろう。 






































                                                   
55 平成 16年 3月 31日付 大阪証券取引所「㈱メディア・リンクス株式の上場廃止等の決定」 
56 平成 15年 3月期のメディア・リンクスの有価証券報告書を主に参照した。 
57 コンピュータの処理能力によって描画される画像(映像)、あるいはコンピュータを用いて作
成された画像のことを指す。 
58 平成 15年 6月 3日付 日本経済新聞朝刊 
59 平成 15年 6月 10日付 日本経済新聞朝刊 
60 平成 15年 6月 17日付 日本経済新聞朝刊 
61 平成 15年 10月 21日付 日本経済新聞夕刊 






















 まず、当該事件が発覚した平成 15年 3月期のメディア・リンクスの財務状況を分析する。
【表 2－2－1】は同社が平成 15年 3月期に提出した有価証券報告書における主要な連結経営
指標の要旨である。 
回次 第6期 第7期 第8期 第9期 第10期
決算年月 平成11年3月 平成12年3月 平成13年3月 平成14年3月 平成15年3月
売上高 （千円） ― ― 2,047,182 6,551,815 16,863,656
経常利益 （千円） ― ― 29,102 275,198 342,642
当期純利益 （千円） ― ― 11,139 123,190 66,240
純資産額 （千円） ― ― 314,758 462,531 848,284
総資産額 （千円） ― ― 2,998,408 4,665,289 11,612,671
… … … … …
営業活動による
キャッシュ・フロー
（千円） ― ― △400,141 △218,241 △4,474,464
投資活動による
キャッシュ・フロー
（千円） ― ― △593,220 △479,111 109,565
財務活動による
キャッシュ・フロー
（千円） ― ― 1,618,639 254,844 5,126,147
現金及び現金同等物の
期末残高





                                                   





【表 2－2－1】を見ると、同社は平成 13年 3月期から有価証券報告書を提出していることが
わかるが、まずは、同社の売上高に注目してほしい。同社の売上高は、初めて財務資料を開示




年 3月期は約 11億 5,000万円という、前年同期比 250％の水準となっている点や売上高を 3
倍程度増加させながらも営業活動によるキャッシュ・フロー（以下、営業 CFと略す）が毎期
























  　１　現金及び預金 ※1 1,433,803 2,081,821
 　 ２　受取手形及び売掛金 ※4 1,739,106 4,104,180
 　 ３　たな卸資産 1,163,795 5,098,341
 　  ４　繰延税金資産 20,840 16,464
　  ５　その他 19,417 64,719
　  　　貸倒引当金 △4,024 △8,550
　  　　流動資産合計 4,372,938 93.7 11,356,977 97.8
 Ⅱ　固定資産
　  １　有形固定資産
  　　（１） 建物及び構築物 39,552 42,340
　  　　　  減価償却累計額 8,122 31,430 17,125 25,215
　　　（２） 工具、器具及び部品 29,084 35,979
　　　　　  減価償却累計額 8,446 20,638 15,783 20,196
　　　　有形固定資産合計 52,069 1.1 45,411 0.4
  　２　無形固定資産
　　　（１） 営業権 5,130 ―
　　　（２） その他 42,016 25,389
　　　　無形固定資産合計 47,146 1.0 25,389 0.2
  　３　投資その他の資産
　  　（１） 繰延税金資産 3,691 14,504
　  　（２） その他 ※1 208,733 189,887
　  　　　　貸倒引当金 △19,350 △19,500
　 　 　投資その他の資産合計 193,075 4.2 184,892 1.6
　　　  固定資産合計 292,291 6.3 255,693 2.2
 Ⅲ　繰延資産
　　  　社債発行差金 60 ―
　　  　繰延資産合計 60 0.0 ― ―





































　　　　流動負債合計 4,183,329 89.7 10,185,956 87.7
 Ⅱ　固定負債
　　１　社債 12,000 100,000
　　２　長期借入金 ※1 ― 472,225
　　３　退職給付引当金 1,877 2,376
　　４　その他 5,292 3,829
　　　　固定負債合計 19,169 0.4 578,430 5.0
　　　　負債合計 4,202,499 90.1 10,764,386 92.7
（少数株主持分）
　　　　少数株主持分 259 0.0 ― ―
（資本の部）
 Ⅰ　資本金 174,000 3.7 ― ―
 Ⅱ　資本準備金 64,583 1.4 ― ―
 Ⅲ　連結剰余金 223,948 4.8 ― ―
　　　　資本合計 462,531 9.9 ― ―
 Ⅰ　資本金 ※3 ― ― 317430 2.7
 Ⅱ　資本準備金 ― ― 253242 2.2
 Ⅲ　利益剰余金 ― ― 277611 2.4































1 　税金等調整前当期純利益 250,707 180,678
2 　減価償却費 18,507 33,763
3 　連結調整勘定償却額 23,091 ―
4 　たな卸資産評価損 17,291 28,394
5 　賃貸借契約解約損 ― 16,659
6 　貸倒引当金の増減額（減少：△） △9,493 4,675
7 　賞与引当金の増減額（減少：△） 2,679 △10,521
8 　退職給付引当金の増加額 760 498
9 　受取利息 △2,433 △11,404
10 　支払利息 57,468 103,707
11 　固定資産除却損 20 26,387
12 　売上債権の増加額 △503,257 △2,365,074
13 　たな卸資産の増加額 △1,107,252 △3,906,213
14 　仕入債務の増加額 1,046,134 1,735,410
15 　未払消費税等の増加額 ― 24,273
16 　その他 53,228 △33,456
　　小計 △152,547 △4,172,222
17 　利息の受取額 2,433 11,404
18 　利息の支払額 △60,649 △105,822
19 　法人税等の支払額 △7,478 △207,824
　営業活動によるキャッシュ・フロー △218,241 △4,474,464
1 　定期預金の預入による支出 △1,096,681 △1,286,270
2 　定期預金の払戻による収入 691,123 1,399,499
3 　有形固定資産の取得による支出 △42,793 △15,284
4 　無形固定資産の取得による支出 △39,758 △15,941
5 　子会社株式の取得による支出 △14,212 ―
6 　貸付けによる支出 △75,000 △1,438,000
7 　貸付金の回収による収入 127,772 1,438,000
8 　その他 △29,561 27,562
　投資活動によるキャッシュ・フロー △479,111 109,565
 Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
1 　短期借入金の純増加額 786,400 3,987,040
2 　割賦債務の増加による収入 37,170 ―
3 　割賦債務の返済による支出 △31,878 △13,298
4 　長期借入れによる収入 ― 900,000
5 　長期借入金の返済による支出 △557,577 △138,785
6 　株式の発行による収入 23,729 305,959
7 　社債の発行による収入 ― 97,900
8 　社債の償還による支出 △3,000 △92
9 　配当金の支払額 ― △12,577
　財務活動によるキャッシュ・フロー 254,844 5,126,147
 Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額（減少：△） △442,508 761,247
 Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 711,844 269,336


















































































































 まず、平成 15年 3月期に急上昇した売上高について検討を行う。【表 2－2－6】は同社の平





















                                                   













































































































金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）
伊藤忠テクノサイエンス㈱ 2,562,688 39.1 2,534,775 15.0
































まずは、その仕組みを理解するため、【図 2－2－1】に PKWの概要図を示す。 
                                                   


























































 続いて、平成 15年 3月期に棚卸資産とともに倍以上に膨らんだ受取手形及び売掛金につい









































について貸倒実績率に基づく設定を行っており、平成 14年 3月期、平成 15年 3月期のともに、






















　　１　現金及び預金 ※2 1,419,267 2,068,623








　 １０ 繰延税金資産 20,840 16,464
　 １１ 短期貸付金 60,000 ―
　 １２ その他 2,942 30,211
　　　　貸倒引当金 △2,800 △8,550















その割合は、平成 14年 3月期において、商品が 5.7％、未着品が 93.4％、仕掛品が 0.9％とな


























に存在するのかについても検討する必要があろう。そのため、【表 2－2－11】に、平成 15年 3
月期における買掛金の相手先別の内訳を示した。 
                                                   
71 安藤英義等編集代表(2007年)『会計学大辞典 第 5版』：p.1268 








































































































Ⅰ　外注費 395,935 53.2 120,069 28.9
Ⅱ　労務費 ※2 43,611 5.9 36,534 8.8
Ⅲ　経費 ※3 304,739 40.9 258,937 62.3
　　当期総製造費用 744,286 100.0 415,541 100.0
　　期首仕掛品たな卸高 ― 10,341
合計 744,286 425,882













































































あったといえる。また、同月 16日には、約 11億円と公表していた棚卸資産の評価損を約 2,800
                                                   
75 平成 15年 6月 3日付 日本経済新聞朝刊 

















 次に、同社が平成 15年 3月期に大幅なマイナスとなった営業 CFについて検討する。 
 同社は【表 2－2－1】によると、平成 13年 3月期に財務資料を公表してから毎期連続して





















                                                   
















2パターンが想定できる。しかし、貸借対照表中の未着品は平成 15年 3月 31日の決算期末日
時点の数値であり、期末日後、すぐに対応策を実施したとしても、【表 2－2－13】に記載され
た日付の 6月 15日までは、わずか 3か月ほどの期間しかない。わずか 3か月で、約 20億円
もの未着品の解消が可能であったのならば、なぜ、期末日以前に行わなかったのであろうか。












































































 日本経済新聞によると、同社の平成 15年 3月期の有価証券報告書にある連結ベースの売上





                                                   
79 平成 16年 11月 24日付 日本経済新聞夕刊 
80 平成 16年 11月 23日付 日本経済新聞朝刊 























































                                                   
82 平成 16年 11月 23日付 日本経済新聞朝刊 
83 平成 16年 11月 24日付 日本経済新聞朝刊 
84 平成 16年 11月 25日付 日本経済新聞朝刊 








































                                                   
87 メディア・リンクスの行った取引は、スルー取引を悪用したものであると判明しており、こ
れによって売上の架空計上を行った。また、メディア・リンクスは監査人に対しては IT業界
















































































 まず、これら一連の架空循環取引の流れを示すため、以下に【図 2－3－1】を示す。 
                                                   
91 平成 20年 5月 29日付 日本経済新聞夕刊 
















と引き継がれ、ニイウスコーは平成 22 年 3 月に告発されることになる。ニイウスコーは、架
空循環取引をさらに複雑なものとすべく、当該取引にリース取引を介入させ、滞留債権をリー




                                                   




ネットマークス 日本 IBM 
インデックス 
【平成 16年 11月 告発】 
【平成 20年 6月 告発】 【平成 20年 1月 課徴金処分】 
※未処分 









































































































































































                                                   
























































































                                                   
98 平成 19年 9月 25日付 兼松株式会社「独立調査委員会報告書」 














































































                                                   
100 平成 21年 2月 12日付 株式会社アイ・ビー・イーホールディングス「社外部調査委員会




































                                                   
101 平成 19年 10月 2日付 株式会社ネットマークス「改善報告書」 
102 平成 18年 7月 13日付 フクビ化学工業株式会社「調査委員会報告」 
103 平成 20年 10月 15日付 鹿島建設株式会社「社内調査委員会報告書」 






































                                                   





















































































































































































































































































































































上高が約 168億円（前年度約 65億円）に対し、営業 CFは約 44億円のマイナス（前年度約 2
億円のマイナス）であった。IXIについては、不正発覚時の売上高が約 400億円（前年度約 176







































































































                                                   





































仕入（繰越商品）×××   買掛金    ××× 
買掛金     ×××   現金     ××× 
現金      ×××   売掛金    ××× 
建物等     ×××   現金     ××× 





















































                                                   
117 会計制度委員会報告第 12号「研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針」
21項 自社利用のソフトウェアの減価償却の方法 
ソフトウェア  ×××   現金     ××× 


































































リース資産   ×××   リース負債  ××× 
リース負債   ×××   現金      ××× 
不正実行者 





簿外資金 滞留債権 回収偽装 
支払利息    ×××   (リース料) 
リース資産 
リース負債 




























支払リース料  ×××   現金      ××× 
不正実行者 







































架空建物等   ×××   現金     ××× 
現金      ×××   架空建物等  ××× 
不正実行者 







現金      ×××    売掛金    ××× 
滞留債権 
回収偽装 
長期前払費用  ×××   売却益    ××× 
リース資産   ×××   リース負債  ××× 
リース料の支払 簿外資金 
回収偽装 
リース負債   ×××   現金     ××× 






























































現金      ×××   借入金    ××× 






















































































                                                   
119 企業会計基準第 21号『企業結合に関する会計基準』第 32項 
識別可能資産  ×××   識別可能負債 ××× 
のれん     ×××   滞留債権   ××× 
不正実行者 関与企業 A 
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